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令和５年度開催

第5回地域共生社会推進

全国サミット inとよた

（2023.10.12～13）

令和５年２月３日

豊田市 福祉部 福祉総合相談課

権利擁護支援担当主任主査 安藤 亨

行政が期待する中核機関の役割

令和５年度開催

第5回地域共生社会推進

全国サミット inとよた

（2023.10.12～13）



すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い手輩出
◇地域資源の有効活用、
雇用創出等による経済
価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な
主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、
住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり
◇多様性を尊重し包摂
する地域文化

◇生きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場
や機会の提供

◇多様な主体による、
暮らしへの支援への参画

地域共生社会とは

出所：厚生労働省資料 2
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○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は38％台の水準に
なると推計されている。

平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口59.5%

28.6%

1.34

11,092

3,921

5,978

1,194

8,808

3,381

4,529

898

生産年齢
人口割合

51.4%

高齢化率
38.4%

合計特殊
出生率
1.44

出典： 2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

12,615万人

日本の人口の推移について

出所：厚生労働省資料 3



（出典）厚生労働省政策統括官付世帯統計室「国民生活基礎調査」
（注）１．1995年の数値は、兵庫県を除いたものである。

２．「親と未婚の子のみの世帯」とは、「夫婦と未婚の子のみの世帯」及び「ひとり親と未婚の子のみの世帯」をいう。
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（
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19,263
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65歳以上の者のいる世帯数の構成割合の推移について

○ 65歳以上の者のいる世帯の26.3％が単独世帯。

○ 親と未婚の子のみの世帯も２割近くまで増加している。

出所：厚生労働省資料 4



               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３６６．３万人                    ５４．７万人              ３２３．３万人 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（３８％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（９６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（６６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（６２％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３４％） 

６５歳以上の者（４％） 

 

障害者総数 ７４４．２万人（人口の約５．８％）

うち６５歳未満 ５４％

うち６５歳以上 ４６％

障害者総数 ９６４．７万人（人口の約７．６％）

うち６５歳未満 ４８％

うち６５歳以上 ５２％

※身体障害者（児）数は平成18年の調査等、知的障害者（児）数は平成17年の調査等、精神障害者数は平成20
年の調査等による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。
※難病患者等のうち、身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者（児）のいずれにも該当しない者の数は含
まない。(右図同様)
※社会保障審議会 (障害者部会)第６８回 （2015年7月24日）「高齢の障害者に対する支援の在り方について」資
料より抜粋。

          身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

         ４１９．３万人               ９４．３万人             ４１９．３万人 

 

 

 

６５歳未満の者（２６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６５歳未満の者 

（８４％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（6１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（７４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３９％） 

 

６５歳以上の者 

（１６％） 

 

出典 在宅身体障害者（児） 及び在宅知的障害者（児）：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28
年）、施設入所身体障害者（児）及び施設入所知的障害者（児）：厚生労働省「社会福祉施設等調査」 （平成30年）、
在宅精神障害者及び入院精神障害者：厚生労働省「患者調査」（平成29年）
※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支
援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含
まれていない。
※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。
※施設入所身体障害者（児） 及び施設入所知的障害者（児）には高齢者施設に入所している者は含まれていない。
※年齢別の身体障害者（児）及び知的障害者（児）数は在宅者数（年齢不詳を除く）での算出。
※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

平成20年等 平成30年等

○障害者数全体は増加傾向にあり、また障害者の高齢化が進んでいる。
65歳以上の障害者の割合 ４６％→５２％

うち身体障害者の割合 ６２％→７４％ （平成18年→平成28年（在宅）30年（施設））

うち知的障害者の割合 ４％→１６％ （平成17年→平成28年（在宅）30年（施設） ）

うち精神障害者の割合 ３４％→３９％ （平成20年→平成29年）

障害者の高齢化について

出所：厚生労働省資料 5



精神障害者における日常的な金銭管理支援の需要の増大

17,363 18,731 19,745 20,701 21,549 22,436 23,241 23,493 23,415 23,154 22,892 22,920 

6,279 7,026 7,761 8,647 9,488 10,324 11,222 11,910 12,595 13,143 13,579 13,866 
6,518 
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8,266 

9,256 
10,361 

11,492 
12,775 13,730 14,640 15,558 16,193 16,828 

1,800 
1,889 
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2,116 

2,234 
2,435 

2,553 2,703 2,834 2,942 3,053 3,147 

 -

 10,000

 20,000

 30,000

 40,000

 50,000

 60,000

認知症高齢者等 知的障害者等 精神障害者等 その他

日常生活自立支援事業の実利用者数・利用者内訳の推移

〇 日常生活自立支援事業の令和３年３月末現在の実利用者数は56,761人となっている。

○ 1年間の新規契約件数は平成28年度以降減少傾向にあり、終了件数の増加と相まって実利用者の伸びは鈍化し
ている。

○ 利用者の内訳では、精神障害者の割合が増加傾向にあり、意思決定支援、日常的な金銭管理支援の需要が高
まっていることが伺える。

55,717

35,059
37,814

40,720

43,632

46,687

49,791

51,828
53,484

54,797

31,960

56,761

（出所）社会福祉法人全国社会福祉協議会地域福祉部調査結果より

出所：厚生労働省資料 6



成年後見制度以外の新たな権利擁護支援策の必要性について

（出所）豊田市による推計結果及び「豊田市成年後見制度に関するアンケート調査（2018）」並びに身寄りのない市民への支援あり方検討部会検討内容より豊田市作成。

○ これまで意思決定支援や金銭管理など権利擁護支援に関する課題については、家族にその対応を求めるか若しくは成

年後見制度の利用促進等により対応してきた。

○ 一方で、身寄りを頼ることのできない市民などの権利擁護支援に関する課題は増大・多様化しており、人材・財政な

ど持続可能性の観点から成年後見制度だけで対応していくことは困難。併せて、本人が必要とするニーズからは成年後

見制度まで必要がない場合も多いことから、豊田市では成年後見制度以外の新たな支援策の必要性を感じている。

身寄りに期待される支援を受けられない可能性がある豊田市民

６,０００人程度

成年後見制度の利用の必要性が高い豊田市民

６６４人

豊田市内・近郊の専門職の残り受任可能件数

２１４人

■ 具体的に生じ得る課題
・ 契約や治療等の説明を本人と一緒に聞き、本人に寄り添って考えて

くれる人がいない（適切に決めることや手続きが難しい）

・ 生活に必要な金銭管理を支えてくれる人がいない（身体が動かない

人も含め預金の引き出し、現金の保管、支払いなど）

・ 衣類や日用品の買出しができない、家から荷物を届ける人がいない

・ 緊急連絡や死後の事務を行う人がいない

■ 現在の対応策と対応する上での課題

○ 家族や親族による支援
→キーパーソンの高齢化（親亡き後を含む）や世帯の変化、家族関
係の変化などにより、家族等の支援を前提にできなくなっている

○ 民間サービスの利用
→監督庁がないことから、市民は透明性等に不安を抱えやすい

○ 日常生活自立支援事業の利用
→都道府県の財源確保、市町村社協の人材確保などにより、増大す
るニーズをすべて受け止めきれない

○ 成年後見制度の利用
→担い手（市民・法人・専門職等）の不足と地域偏在、強力な権限
があるがゆえ支援者都合になりやすい、課題解決後も利用し続け
る制度であるため本人・公費の経済的負担過多

○ 行政による緊急対応・死後事務対応
→緊急的な金銭管理、行旅病人及行旅死亡人取扱法若しくは墓地埋
葬法で対応しているが、仕組みとして不安定

7



成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）（抄）

（目的）

第１条 この法律は、認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産

の管理又は日常生活等に支障がある者を社会全体で支え合うことが、高齢社会におけ

る喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に資すること及び成年後見制度がこれら

の者を支える重要な手段であるにもかかわらず十分に利用されていないことに鑑み、

成年後見制度の利用の促進について、その基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、

及び基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、成年後見制度利用促進会議

及び成年後見制度利用促進委員会を設置すること等により、成年後見制度の利用の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

「利用促進」とは？

◆推進し、達成されるべきこと：
判断能力の問題により、自分らしい生活を送るうえで大切なことを決め・主張し・実現できない
高齢者・障害者の「権利擁護」と「意思決定支援」
※ 成年後見制度（法定後見、任意後見）は、そのための 選択肢・手段

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 8



成年後見制度の概要と利用促進の取組経緯

○ 成年後見制度は、民法の改正等により平成１２年に誕生した制度であり、認知症や知的障害・精神障害により財産管理
や日常生活に支障がある人の法律行為を支える制度である。「法定後見制度」と「任意後見制度」がある。

○ 「法定後見制度」は、判断能力が低下した際、裁判所により後見人等を選任する仕組み。「任意後見制度」は、判断能力
があるうちに、本人が任意後見人をあらかじめ選任しておく仕組みである。

○ 令和３年度は基本計画の最終年度であることから、令和３年３月から｢成年後見制度利用促進専門家会議｣で第二期基本
計画の検討を開始。

○ 専門家会議６回（３つのＷＧで合計１３回）の検討を経て、令和３年12月15日に「最終とりまとめ」を実施（12月22日公表）。

令和４年１月21日から２月18日までにパブリックコメントを実施。令和４年３月25日に第二期基本計画を閣議決定。

１．制度の概要

３．基本計画の見直しについて

○ 成年後見制度が十分に利用されていないことから、平成28年4月に成年後見制度利用促進法（議員立法）が成立。
平成29年3月、同法に基づく成年後見制度利用促進基本計画（期間はH29～R3年度の５年間）を閣議決定。

※ 認知症高齢者は令和２年には約６００万人（推計）に、令和７年には約７００万人になる見込み。一方、利用者数は令和３年末時点で約２４万人。

○ 基本計画では、成年後見制度の広報や相談等を各地域で担う体制の整備などの成年後見制度の利用促進に関する施
策を定め、最高裁や法務省等の関係省庁と連携の下、計画的に取組を推進。

２．成年後見制度利用促進の取組経緯

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 9



第二期成年後見制度利用促進基本計画の基本的な考え方
～地域共生社会の実現に向けた権利擁護支援の推進～

成年後見制度利用促進法第1条 目的

地域共生社会の実現

包括的・重層的・多層的な支援体制と地域における様々な支援・活動のネットワーク

権利侵害の回復支援意思決定支援

権利擁護支援
（本人を中心にした支援・活動の共通基盤となる考え方）

自立した生活と地域社会への包容

権利擁護支援の
地域連携ネットワーク

高齢者支援の
ネットワーク

障害者支援の
ネットワーク

子ども支援の
ネットワーク

生活困窮者支援の
ネットワーク

地域社会の見守り等の
緩やかなネットワーク

○ 地域共生社会は、「制度・分野の枠や『支える側』と『支えられる側』という従来の関係を超えて、＊住み慣れた地域において、人と人、

人と社会がつながり、すべての住民が、＊障害の有無にかかわらず＊尊厳のある本人らしい生活を継続することができるよう、社会全体で

＊支え合いながら、ともに地域を創っていくこと」を目指すもの。

○ 第二期基本計画では、地域共生社会の実現という目的に向け、＊本人を中心にした支援・活動における共通基盤となる考え方として、

＊「権利擁護支援」を位置付けた。

① 地域共生社会実現を目指す包括的支援体制における＊本人を中心にした支援・活動の共通基盤である。
② 意思決定支援等による権利行使の支援や、虐待対応や財産上の不当取り引きへの対応における権利侵害からの回復支援を主要な
手段として、支援を必要とする人が、地域社会へ参加し、共に自立した生活を送るという目的を実現するための＊支援活動。

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室の資料に、豊田市安藤加筆。
10



アキ子さんは80代後半の女性です。ご主人との結婚を機に、豊田市に引っ越し
てきてから50年以上が経ち、明るい街並みと緑豊かな自然あふれる豊田のまちが
大好きです。
結婚後、すぐに子宝に恵まれましたが、生まれた子どもは手足が不自由でした。

アキ子さん夫妻はその子を大変かわいがり、アキ子さんも一生懸命子育てに励げ
みました。あたたかい家庭を築いたアキ子さんでしたが、子どもが小学校に進学
する前に、大切なご主人が突然亡くなってしまいました。
それでも、アキ子さんはめげることなく、近所の方や友人の声掛けや協力なども
あり、子どもと充実した暮らしを送ってきました。

それから、何十年も幸せな日々が続きました。

アキ子さんが80歳を迎えた頃、50歳になった子どもにも先立たれてしまいま
した。地域の方によれば、突然の出来事であり、その悲しみや嘆きは見ていられ
ないほどの様子だったとのことでした。
それからというもの、アキ子さんは世間と一線を引くような暮らしを始めまし

た。
やがて、大声で叫んだり、徘徊を繰り返すなど、近所の方はとても心配してい

ましたが、アキ子さんに声をかけることすらできないようになっていきました。

ある日、同じ地域の民生委員が困りごとを聞きに自宅を訪ねましたが、玄関を
開けてもらえず、民生委員は地域包括支援センターに相談することにしました。
地域包括支援センターは何度か訪問し、やっと玄関を開けてもらえるようになり
ました。すると、家の中はゴミだらけ、台所は食事を作れる状況ではなく、顔も
洗わず、お風呂に何か月も入らず、困りごとを尋ねてもアキ子さんは「帰れ」と
しか言いませんでした。
アキ子さんは、汚れた大きなぬいぐるみを片時も離さず、話しかけ、抱きしめ

て毎日を過ごしていたのでした。

豊田市成年後見支援センターの支援ノートより

【出典】豊田市成年後見制度利用促進計画（2020.3）

https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/gyoseikeikaku/kenkou/1038044.html 11



その後すぐに、地域包括支援センター、認知症初期集中支援チーム、市役所、
そして成年後見支援センターが集まり、アキ子さんを支援するチームを作り、も
う一度自分らしく生活してもらうための話し合いをしました。
みんなで色々と確認し合うと、アキ子さんは病院の受診や服薬をしていません

でした。生活費は皆目わからず、年金も管理できておらず、通帳や印鑑、財布、
保険証もすべて紛失していました。料理や掃除を手伝ってくれる人もいませんで
した。
支援者のチームは、アキ子さんと何度も何度もどう生活していくのかを粘り強

く話し合いました。そして、アキ子さんの強い希望であった「この子（ぬいぐる
み）と一緒にいたい」という思いを尊重することを第一に、支援を受け入れても
らえることになりました。

アキ子さんの生活全般の支援をどうしていくのかを地域包括支援センターが考
え、病院の受診は認知症初期集中支援チームが支援しました。また、様々な支援
サービスの契約や病院の支払いなどお金の管理も必要であることから、成年後見
制度を利用することになり、成年後見支援センターは成年後見人が選ばれるまで
に必要な調整と、誰がアキ子さんの成年後見人になるとよいかを専門職と一緒に
検討し、市役所が具体的な手続きを行いました。
その後、アキ子さんは成年後見人と支援者のチームの手助けを受けながら、地

域での生活で少しずつ笑顔を取り戻すようになりました。

現在、アキ子さんは足腰を悪くしてしまったため、施設で生活することになり
ましたが、普段は施設の職員や他の利用者とレクリエーションなどをして過ごし
ています。時折、成年後見人が会いにきてくれて、その時にする何気ない会話も
楽しみにしています。
きれいになった大きなぬいぐるみが優しい瞳で見つめる先には、ほほ笑みを浮

かべながら、もう一度穏やかに暮らしているアキ子さんが映っているのです。

【出典】豊田市成年後見制度利用促進計画（2020.3）

https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/gyoseikeikaku/kenkou/1038044.html 12



第二期成年後見制度利用促進基本計画における市町村の役割

○ 市町村は、促進法第１４条第１項に基づき、取組方針として、市町村計画を定めるものとする。

○ 市町村は、権利擁護支援に関する業務が市町村の福祉部局が有する個人情報を基に行われることや、行政や地

域の幅広い関係者との連携を調整する必要性などから、協議会及び中核機関の整備・運営といった地域連携ネッ

トワークづくりに主体となって取り組む必要がある。

役 割

○地域連携ネットワークづくり（包括的）
（協議会及び中核機関の整備・運営）

○権利侵害回復支援における主体的取組

○市町村長申立て・成年後見制度利用支援
事業の適切な実施

○担い手の育成・活躍支援
→ 都道府県と協働

○市町村計画の策定

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 13



○ 権利擁護支援の地域連携ネットワークとは、「各地域において、現に権利擁護支援を必要としている人も含めた地域に暮らす全て

の人が、尊厳のある本人らしい生活を継続し、地域社会に参加できるようにするため、地域や福祉、行政などに司法を加えた多様な

分野・主体が連携するしくみ」である。

本人

後見人等

権利擁護支援チーム

家庭裁判所

中核機関 専門職団体
地域の

相談支援機関

共通理解の促進の視点

機能強化のためのしくみづくりの視点

本人に身近な家族等

福祉・行政・法律専門職など多様な主体の連携による「支援」機能
①権利擁護の相談支援、②権利擁護支援チームの形成支援、③権利擁護支援チームの自立支援

家庭裁判所による
「制度の運用・監督」機能

都道府県

市町村

ネットワークの
関係者

多様な主体の参画・活躍の視点

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり
～権利擁護支援の地域連携ネットワークのイメージ～

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 14



「権利擁護支援チーム」とは何か？

○ 権利擁護支援が必要な人を中心に、本人の状況に応じ、本人に身近な親族や地域、保健・福祉・医療の関係者などが、協力して日

常的に本人を見守り、本人の意思及び選好や価値観を継続的に把握し、必要な権利擁護支援の対応を行うしくみである。

既存の福祉・医療等のサービス調整や支援を行う体制に、必要に応じ、法律・福祉の専門職や後見人等、意思決定に寄り添う人など

が加わり、適切に本人の権利擁護が図られるようにする。

メンバー例

本人、本人に身近な家族・親族、ケアマネジャー、相談支援専門員、生活保護ケースワーカー、保健師、

精神保健福祉士、入所先社会福祉施設、入院先医療機関、認知症初期集中支援チーム、認知症疾患医療

センター、介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所、訪問看護ステーション、日常生活自立支援

事業専門員・支援員、民生委員、金融機関、市町村窓口、専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士等）、

成年後見人等 など

エリア 日常生活圏域など

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 15



第二期計画における権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核機関○ 地域連携ネットワークのコーディネートを担う中核的な機関や体制。

○ 地域の実情に応じて、市町村による直営又は市町村からの委託などにより行う。

○ 国は成年後見制度等の見直しの検討に併せて、中核機関の位置付け及びその役割にふさわしい適切な名称を検討する。

第一期計画における中核機関の整備

○ これまで、市町村による中核機関の整備を通じた、地
域連携ネットワークの構築の推進を行ってきた。

中核機関を中心としたスキームであるため、
○ 人口規模が小さく、社会資源等が乏しい町村部などで、中核
機関等の体制整備や地域連携ネットワークの構築が十分に進ん
でいない。

○中核機関に各種取組の実施が偏重しやすく、地域連携ネット
ワーク全体としての機能強化が進みにくい。

広報、相談 が中心

課題

市町村

中核機関

互助

福祉

権利擁護支援
の機能強化

権利擁護支援
の機能強化

都道府県

都道府県の機能強化等による中核
機関等体制整備の推進

連携・協力体制
の強化

権利擁護支援
の機能強化

司法

市町村

中核機関
コーディネート
機能の強化

第二期計画における中核機関のイメージ

○ 中核機関がコーディネート機能を発揮できるよう、地域、福祉、司法等、地域連
携ネットワークの各主体の機能効強化や連携・協力体制の強化を行う。また、都
道府県の機能強化により中核機関の体制整備を推進する。

第二期計画における中核機関の役割

○ 本人や関係者等からの権利擁護支援や成年後見制度に関する相談を受け、必要に応じて専門的助言等を確保しつつ、様々な権利擁護支援（成年後
見制度だけでなく、権利擁護支援チームによる見守りや意思決定の支援、日常生活自立支援事業の利用、虐待やセルフネグレクトへの対応、消費生活
センターの相談対応など）の内容を検討し、権利擁護の支援を適切に実施するためのコーディネートを行う。

○ 専門職団体・関係機関の自発的協力・連携強化を構築するための協議会の運営を等を行い、関係者のコーディネートを行う。

第二期計画における権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核機関

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 16



○ 地域連携ネットワークが担う機能には、権利擁護支援を行う３つの場面に対応した形で、福祉・行政・法律専門職など多様な主体の

連携による「支援」機能と、家庭裁判所による「制度の運用・監督」機能がある。

「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」の機能

福祉・行政・法律専門職など多様な主体の連携による「支援」機能 家庭裁判所による「制度の運用・監督」機能

権
利
擁
護
支
援
を
行
う
３
つ
の
場
面

権利擁護支援
の検討に関す
る場面（成年
後見制度の利
用前）

①「権利擁護の相談支援」機能

•本人・親族、支援関係者からの相談対応、成年後見制度や権利擁護支援の説明
•成年後見制度の利用が必要かどうかなど権利擁護支援ニーズの精査
•成年後見制度の適切な利用の検討や、必要な見守り体制・他の支援へのつなぎ

①「制度利用の案内」の機能

•本人や関係者に対し、申立てなど家庭裁判所の手続を利用
するために必要となる情報提供や、手続の案内（パンフ
レット等による制度の説明、統一書式の提供、ハンドブッ
クやＤＶＤ等各種ツールの充実による手続理解の促進）

成年後見制度
の開始までの
場面（申立の
準備から後見
人の選任ま
で）

②「権利擁護支援チームの形成支援」機能

•権利擁護支援の方針（具体的な課題の整理、必要な支援の内容）の検討
•適切な申立ての調整（市町村長申立の適切な実施を含む）

•権利擁護支援を行うことのできる体制づくりの支援（課題解決後の後見人等の交代

も含めた初期方針の検討、適切な後見人等候補者や選任形態の検討・マッチング）

②「適切な選任形態の判断」の機能

•権利擁護支援チームの形成支援機能により示された本人の
意向や、対応すべき課題を踏まえた後見人等の候補者と選
任形態などを含めた各事案の事情を総合的に考慮した後見
人等の適切な選任

成年後見制度
の利用開始後
に関する場面
（後見人の選
任後）

③「権利擁護支援チームの自立支援」機能

•チーム開始の支援（後見人等選任後における支援方針の確認・共有（支援内容の調整、

役割分担）、モニタリング時期やチームの自立に必要なバックアップ期間等の確認）

＜チームによる支援の開始後、必要に応じて＞
•後見人等やチーム関係者などからの相談対応
•チームの支援方針の再調整（支援の調整、後見人等の交代や類型・権限変更の検討、

中核機関や専門職による当該チームへの支援の終結に向けた確認など）

③「適切な後見事務の確保」の機能

•後見人等が行う後見業務（財産管理、身上保護、意思決定
支援のほか、報告書作成等の後見事務手続）の適切な遂行
のため、後見人等への相談対応や助言

•必要に応じた指導や指示、監督処分

•権利擁護支援チームの自立支援機能によって確認された本
人の状況や、後見人等の交代、類型・権限変更の検討や調
整結果などを参考にした適切な交代や選任形態の見直し

○ 各種相談支援機関が、本人や関係者からの相談を受け止め、地域の実情に応じて、
中核機関や専門職と役割分担や連携を行い、権利擁護支援ニーズの確認と必要な支援
へのつなぎを行う機能。

○ 中核機関や関係者が、専門職などと連携して作成した権利擁護支援の方針に基づき、
地域の実情に応じて都道府県等のしくみを活用して、成年後見制度の申立て方法や適
切な後見人候補者を調整しながら、本人を支える権利擁護支援のチーム体制をかたち
づくっていく機能。

○ 中核機関や専門職が、地域の実情に応じて各種相談支援機関などと役割分担し、権
利擁護支援チームが課題解決に向けた対応を適切に行うことができるよう、必要な支
援を行う機能。

地域連携ネットワークの機能
～個別事案における「権利擁護の支援」と「制度の運用・監督」～

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 17



○ 権利擁護支援を行う３つの場面に応じ、福祉・行政・法律専門職など多様な主体の連携による「支援」機能と、家庭裁判所による

「制度の運用・監督」の機能を適切に果たすため、地域・福祉・行政・法律専門職・家庭裁判所等の地域連携ネットワークの関係者が、

以下の３つの視点（ア～ウ）を持って、自発的に協力して取り組むことが必要である。
（なお、市町村単位では取り組みにくい内容については、都道府県が市町村と連携しながら取り組んでいくことが重要。）

ア：異なる立場の関係者が、各々の役割を理解し、認識や方向性を共有するための「共通理解の促進」の視点

イ：様々な立場の関係者が新たに権利擁護支援に参画し、取組を拡げていくための「多様な主体の参画・活躍」の視点

ウ：多くの関係者が円滑かつ効果的に連携・協力して活動するための「機能強化のためのしくみづくり」の視点

「権利擁護支援の地域連携ネットワークの機能」を強化するための取組
（全国各地で共通して実施することが望ましいもの）

ア 「共通理解の促進」の視点 イ「多様な主体の参画・活躍」
の視点

ウ「機能強化のためのしくみ
づくり」の視点

権
利
擁
護
支
援
を
行
う
３
つ
の
場
面

権利擁護支援の検討に関する場面

（成年後見制度の利用前）

【機能】

①権利擁護の相談支援

①制度利用の案内

• 成年後見制度の必要性など権
利擁護支援についての理解の
浸透（広報を含む）

• 権利擁護支援に関する相談窓
口の明確化と浸透（相談窓口
の広報を含む）

• 地域で相談・支援を円滑につ
なぐ連携強化

• 中核機関と各相談支援機関と
の連携強化

• 各相談支援機関等の連携のし
くみづくり

• 成年後見制度の利用の見極め
を行うしくみづくり

• 成年後見制度以外の権利擁護
支援策の充実・構築

成年後見制度の開始までの場面

（申立の準備から後見人の選任

まで）

【機能】

②権利擁護支援チームの形成支援

②適切な選任形態の判断

• 選任の考慮要素と受任イメー
ジの共有と浸透

• 都道府県と市町村による地域
の担い手（市民後見人、後見等
実施法人）の育成

• 専門職団体による専門職後見
人の育成

• 後見人等候補者の検討・マッ
チング・推薦のしくみづくり

• 市町村と都道府県による市町
村長申立て・成年後見制度利
用支援事業を適切に実施する
ための体制の構築

成年後見制度の利用開始後に関す

る場面（後見人の選任後）

【機能】

③権利擁護支援チームの自立支援

③適正な後見事務の確保

• 意思決定支援や後見人等の役
割についての理解の浸透

• 地域の担い手（市民後見人、後
見等実施法人）の活躍支援

• 制度の利用者や後見人等から
の相談等を受ける関係者（当事
者団体、専門職団体）との連携
強化

• 後見人等では解決できない共
通課題への支援策の構築

• 家庭裁判所と中核機関の適
時・適切な連絡体制の構築

第二期計画における地域連携ネットワークの機能を強化するための取組
～連携・協力による地域づくり～

出所：厚生労働省成年後見制度利用促進室 18



愛知県東海市における
成年後見制度利用促進の
現状と課題について

愛知県東海市 福祉企画調整室

井上 綾

1

令和５年２月３日（金）
中核機関の役割と実務研修



愛知県東海市について

2

１ 市制施行
昭和４４年４月１日

２ 面 積
４３．４３km2

３ 人 口（令和４年４月１日現在）
１１３，９３１人

名古屋港

陸

セントレア

海

空

名古屋高速３・4号線
伊勢湾岸自動車道
知多半島道路



東海市の概要

H30目標
113,000人

上野町

横須賀町

R5目標 116,000人

現在も安定的に増加

人口が１５年間で約３倍に
・学校などの社会基盤が急ピッチに整備

・人口の約６割が転入者。住民同士のふれあい、
交流のためのコミュニティの設立

・東海市民が心をひとつにできるシンボルとして、
郷土の偉人「細井平洲」先生に注目が集まる
（昭和４９年平洲記念館オープン）

S44.4.1
東海市誕生

人口の推移

昭和44年以前は、上野町・横須賀町の人口の合計（国勢調査)、昭和44年以降は住民基本台帳による
3

114,641



［単位：億円］

「ものづくり愛知」を支える東海市
第1位愛知県
約47兆9244億円

2020工業統計調査（確定値）



東海市の人口ピラミッド

5

資料:東海市の統計(令和２年度版) ※データは平成27年10月1日現在（国勢調査）

２０歳～５０歳代
は男性の方が多い
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総人口
１１３，９３１人 町内会・自治会加入率

52.91％高齢化率 22.7％

子ども割合 17.4％
（18歳未満）

身体障害者手帳所持者 3,664人
療育手帳所持者 1,005人
精神障害者保健福祉手帳所持者 959人

外国人 2,059人
子ども 174人
高齢者 157人

R4.4.1現在

要介護認定率 18.5％

生活保護率 7.28‰



成年後見センターを広域で実施するに至った経緯

• 平成２０年（2008年）４月から、知多半島５市５町で、委託スタート

• 平成１９年頃から、知多半島内の担当部課長での話し合いを行った。

• センターがあれば、認知症等により制度を活用する必要はあるが、後見人
を引き受ける親族がいなかったり、後見報酬を支払うことが できない対
象者（生活保護、年金生活者等）を支援することができる！

• 報酬を支払うだけの財産はあっても、いわゆる困難ケースで支援が難しい
ため、受け手がいない方にも支援ができる！

• しかし、直営でやるには専門的知識も必要であること、単一の自治体だけ
で実施をお願いするには、事案が（当初は）そこまでない。

→５市５町の協定で、ＮＰＯ法人に委託をしよう！



実際のセンターとの関わりなど

•年３回の運営委員会（課長級）と、２回の担当者会議を開催し
ており、センターの相談実績や事業内容についても報告を受け
ている。

•成年後見制度利用促進計画策定も、広域で検討を行い、策定を
した。

•必要に応じて、センター職員が会議に参画してくれたり、財産
管理と身上監護のみでなく、本人の不利益にならないように支
援をしてくれている。

•法人後見の育成のために、社会福祉協議会とも連携している

•中核機関になる前から、中核機関の業務をしてきていた



第１期 知多地域成年後見制度利用促進計画

•日本福祉大学の平野隆之教授に座
長を務めてもらい、５市５町の行
政担当者が参画し、利用促進計画
を策定した

•４つのワーキングを実施しており、
行政、社協とともに検討を進めて
いる

•中でも少し新しいのは「ライフエ
ンディング事業」（おひとりさま
の支援）

•虐待の相談ホットライン



広域でセンター委託をしているメリット

• 前提として、職員の異動がない。直営で実施が難しいのは、行政職
員の異動・・・センター業務は、本人の代理として行うため、法律
に関連する業務も多く、なかなか３～５年で異動する職員では難し
い。

• スケールメリットあり。例えば、人口規模が小さな町では事案が年
１回かもしれないが、人口規模が大きいと、案外起きている事案
だったりして、職員は良い意味で「なれた」対応ができる

• 広域で委託＝ある程度の人件費が担保される ため、「センター」
という組織として、受任者の対応ができる

• 運営委員会や担当者会議が定期的にあるため、他市町の状況を把握
することができる

• 「負担金」なので予算確保がしやすい（担当私見）そして、単市で
予算化するより安価である



広域でセンター委託をしているデメリット

• 単一の市町だけで、コトが決められないため、大きく動かそうとす
ると時間がかかるし、イチ自治体だけの意見が通らない
→やりたいことがあれば、運営委員会を待たず、確認すれば良いの

ですが・・・
• 事務所が近くにない
→巡回相談や随時相談で訪問してくれるので問題ないです

• 幹事市の負担がある
→ そのため、町には幹事は回らないように当初から申し合わせを

しています
• あまり受任してもらっていない自治体からすると、負担金が高く感
じられる
→ そのため、人口割・均等割・受任割で負担金を設定した



まとめ

• 一番大きなメリットとしては、専門的知識が蓄積されているという
ことと、断らない支援をしていること

• 後見報酬頼みの委託ではないため、しっかり職員を雇い、動ける体
制を取ってくれているため、行政としてのメリットは大きいと感じ
ています

• 何より、職員が困るというよりも、市民が困らない体制を作ること
が大切

• 重層的支援体制整備事業でも知多地域権利擁護支援センターには、
部会員として参画してもらっています

• 権利擁護支援センターと名乗るずっと前から、権利擁護を推進して
くれています



高齢関係
障害関係 子ども関係

医療関係 教育関係

権利擁護関係

困窮支援関係
保健関係

商工関係

まちづくり関係

民生委員

地域住民

社会福祉協議会
当事者団体

地域包括ケア推進計画に位置付けた重層的支援体制整備事業（愛知県東海市）

自治体概要R4.4.1現在

人口 113,931人

面積 43.43㎢

高齢化率 22.7％

小学校数 １２校

中学校数 6校

地域包括ケア推進会議

地域別意見交換会（コミュニティ単位、町内会自治会単位等）

１００人 会 議

緑

陽

名

和

渡

内

平

洲

明

倫

富

木

島

船

島

大

田

横

須

賀

加

木

屋

三

ツ

池

加

木

屋

南

名 和 荒 尾 富木島 横須賀 加木屋

医
療
と
介
護
の
連
携
部
会

第

1

層

地域ケア会議（個別支援型・自立支援型）

地
域
づ
く
り
部
会

介
護
予
防
部
会

認
知
症
部
会

相
談
体
制
部
会

第

２

層

第

3

層

2 層 の 地 域 ケ ア 会 議

３ 層 の 地 域 ケ ア 会 議

住

民

に

身

近

な

エ

リ

ア

地域包括ケア推進会議

生活支援体制整備等協議会

重層的支援会議

（相談支援体制部会）

高齢 障害 子ども 困窮 支援会議

事 務 局

包
括
的
支
援
体
制
検
討
会
議

連携

６

つ

の

柱

部

会

構

成

参

加

支

援

の

構

築

地

域

づ
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り

医

療

と

介

護

の

連

携

部

会

認

知

症

部

会
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護
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部

会

相

談

支

援

体
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部

会

地

域
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く
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部

会

医

療

と

介

護

の

連

携

認

知

症

対

策

介

護

予

防

相

談

支

援

体

制

の

構

築

地域包括ケアシステム
事業推進組織体系イメージ図

●「0歳から100歳までの地域包括ケア」をめざして、地域包括ケア推進計画を策定し、その中に重層的支援体制
整備事業について位置付け、地域共生社会の実現を目指す。（地域包括ケアシステムの普遍化）
●医師会を始めとした三師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会）の協力、多様な分野の事業所などの協力を
得ながら、地域住民とともに話し合いを進めている。（多職種連携と地域連携の推進）
●知多地域権利擁護支援センターの運営など、知多半島圏域（保健福祉圏域）の広域で協力し合える関係性
ができている。
●身近なコミュニティでの活動の組織化や推進を庁内連携、社協との協働で行っている。

●第２次地域包括ケア推進計画に、重層的支援体制整備事業を位置づけ
●相談窓口を一本化せず、高齢、障害、子ども、生活困窮といった既存の相
談窓口を活用しながら、相談を受ける体制
●重層的支援会議は、地域包括ケアシステム構築に向けた相談支援体制部
会で、原則的に定例開催としている。
●地域包括ケアシステムの構築から進めているが、当初より高齢者に限らず全
世代を対象とした地域包括ケアシステム構築を目指しているため、大きな混乱
はなかった
●アウトリーチは、常設のひきこもり支援センターとタイアップしながら、取り組みを
進めている
●地域づくりは、生活支援コーティネーターを中心に取り組みを進めている。
●主に第３層で実施する地域別意見交換会には、地域の方と専門職が一
同にわがまちの話し合いをしている

100人会議

市域での多職種
意見交換会

地域別意見交換会

住民と対話をしながらの地
域づくりの様子

多機関とともに協議でき
る体制が取れているた
め、相談支援から地域
づくりまで、共有できる体
制となっている

部会構成メンバー

包括的支援体制検討会議で
は、進捗状況の報告や、行
政関係課での話し合いを
行っている

重層的支援体制整備事業



知多地域の中核機関と法人後見

～実態から見えてきたもの～

2023年２月３日

特定非営利活動法人

知多地域権利擁護支援センター 理事長

全国権利擁護支援ネットワーク 事務局長

今井 友乃



知多地域に成年後見センターが設立された背景

親に先立たれ、グループホームで暮らす
知的障害の若者

という事態解決に動き出したのが始まりである。

親が癌で余命半年という事態発生！
いわゆる、障害者の親亡き後の問題である

誰もが安心して地域で自分らしく生きるためには
成年後見制度が必要である

それでは、誰が後見人になるの？

名古屋の弁護士事務所へ相談に行く

がんの母親、知的障害の本人、NPOの代表、NPOの事務局長（私）、
GHを経営する組織の代表、GHの世話人の6人で行った。

※GH（グループホーム）



3

どこを成年後見の受け皿とするか？

ちょうどいい団体があった

特定非営利活動法人 地域福祉サポートちた

（知的障害の若者が住むGHを経営している組織が相談を持ちかけた団体）

ＮＰＯの中間支援団体

知多地域における法人後見のスタート

継続性・複数の目での監視体制 → 個人より法人

利益相反の考え方 → 福祉の直接サービスを
していない団体



1  成年後見センターの設立と概要

NPO法人＋社会福祉協議会⇒NPO法人知多地域成年後見センター
(現在 知多地域権利擁護支援センター)

（１）特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）として
・平成19年11月 認可申請
・平成20年 1月 認証
・平成20年 2月 法人登記
・平成20年 4月 本格的に事業展開
・令和4年 4月

知多地域権利擁護支援センターと名称変更
同時に中核機関として設置される。

（２）財源
・ＮＰＯ法人としての会費
・知多管内5市5町からの委託料 2,500万円（初年度）

2,800万円（3年目より） 3,200万円（5年目より）
3,900万円（7年目より） 4,500万円（9年目より）
5,400万円（11年目より）６,000万円（13年目より）
4市5町に変更 6,300万円（15年目より）



（４）体制図

NPO法人 知多地域権利擁護支援センター

幹事市（委託料は４市5町から）
委
託
料

報
告

理事会
（運営団体、法律関係、学識経験者等）

運営適正化委員会（弁護士・司法書士など）

後見業務の適正な執行を担保する機関

後見監督人

家裁

法人後見

運営委員会（４市5町で組織）

（３）職員体制
○ 正規職員 ７名（社会福祉士等 男３、女４）

緊急電話当番制 ２４時間、３６５日体制 一応土日祝休み、
夏、正月休暇あり、公務員並みの給与
非正規職員 ３９名配置（月１回から週５日まで）

（資格は問わず、信用性が担保できる人物）



直営又は委託

地域連携ネットワークのイメージ

家庭裁判所

協議会

医療・福祉関係団体

市町村

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治会等
地域関係団体

地域包括支援
センター

社会福祉協議会

都道府県

民間団体・ＮＰＯ等

金融機関

≪地域連携ネットワークの役割≫
➢権利擁護支援の必要な人の発見・支援
➢早期の段階からの相談・対応体制の整備

➢意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支
援体制の構築

≪地域連携ネットワークの機能≫
・広報機能、相談機能、利用促進機能、後見人支援機能、不正防止
効果

後見人等本人
（認知症高齢者）

後見人等

ケアマネジャー 相談支援専門員

障害福祉
サービス
事業者

医療機関

チーム

介護

サービス
事業者

医療機関

本人
（障害者）

チーム

中核機関

・相談対応
・チームの支援
・協議会の開催
・家裁との連携
・後見人受任者調整等の支援 等

連携・支援

２



知多地域権利擁護支援センターの
業務と現状



１ 知多地域権利擁護支援センターの主な業務

（１）中核機関
・成年後見制度に関する相談、後見人支援、弁護士、司法書士

などへのケース紹介、地域連携ネットワーク整備、

権利擁護支援に関する専門相談

(虐待、差別、身寄り問題、成年後見人等受任候補者の推薦など)

（２）普及啓発
・一般市民を対象とした、地域福祉やまちづくりに結びつく

人材育成

・権利擁護支援に関した研修の開催

・行政や各種福祉事業者向けの専門研修の開催

（３）法人後見
・多問題家族、虐待、生活困窮者世帯などの処遇困難者を

対象とした受任



法人後見受任の現状
・受任件数（令和4年3月末現在）※( )内は死亡者を含む総数

後見類型… 306件（677件）
保佐類型… 195件（317件）
補助類型… 54件（７６件）

後 見 保 佐 補 助

合
計

認
知
症

知
的

精
神

そ
の
他

計

認

知

症

知
的

精
神

そ
の
他

計

認
知
症

知
的

精
神

そ
の
他

計

在
宅

38 40 15 0 93 43 35 35 2 115 10 9 10 2 31 239

病
院

・

施
設

97 59 46 11 213 28 24 21 7 80 9 6 5 3 23 316

合
計

135 99 61 11 306 71 59 56 9 195 19 15 15 5 54 555



・出前講座
関係団体

・行政職員研修
毎年２回 行政職員向けの講座
（対象が、福祉課、税務課、市営住宅関係、水道課、

行政が委託している包括支援センター、
障害者相談支援センター等）

・フォーラム等の開催
成年後見講演 専門学校講師 渡邉哲雄氏
成年後見講談 講談師 神田織音氏
成年後見落語 落語家 桂ひな太郎氏
成年後見寸劇 当法人の関係者による劇
成年後見クイズ 関係者全員

・年間相談件数 ５４４件



知多地域権利擁護
支援センターの特徴



知多地域での取り組み

第1期知多地域成年後見制度利用
促進計画
「権利擁護支援」をさらに充実させ、住み慣れた地域で支え合いながら、
地域を共に創っていく地域共生社会の実現を目指すため、成年後見制度の
利用の促進に関する法律に基づき、第１期知多地域成年後見制度利用促進
計画を策定した

知多地域成年後見センタ
ーが行ってきた実践から
今後この地域に必要であ
ることを計画立てて行い
ます
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１， 行政との関係性ができている
⇒行政との関係ができている。連携しやすい土壌がある。

困難ケースが多いため、多くの法人後見受任数により
頻繁に行政とケース会議を開催している。

２， 専門職との連携ができている
⇒運営適正化委員会(年４回)

弁護士、司法書士、社会福祉士、精神保健福祉士

弁護士会の年1回のセミナーを協働で開催している

３， センター職員が知多４市５町で各種の委員を
務める

⇒委員会に関わることで、地域に権利擁護の意識を
根付かせるきっかけになる。



４，地域住民への普及啓発がかなりできている。
⇒サポーター研修、ろうスクール、フォーラムなどによ

る
地域に根差した継続的な啓発活動

５，家庭裁判所との連携もできている。
⇒活動エリアと支部のエリアが同じである

支部の受任数の半数以上センターが受任している
セイフティーネットなので、
裁判所にとって、後見人が探せないことがない

６， 最初から地域福祉の視点がある
⇒権利擁護支援は地域福祉だから



後見人として仕事の内容に含まれないこと
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・医療同意
・入院・入所の身元引受人、身元保証人
・介護や看護の事実行為

食事・排泄・入浴の介助
毎日の買い物支援
家事労働
外出支援・送迎など

例外で実際は、行っている⇒行政の委託
なので、断らない相談をしている



知多地域権利擁護支援センターが
支援をしていくうえで大切にしている事①

・本人が中心の支援 本人にとってどうかの基準

知多地域権利擁護支援センターは素人の集団。

センターの専門性とは、地域生活のプロ

私たちは何を支援すべきか？財産を守る？
人としての尊厳を護ること。

答えはない。本人と一緒に悩む、考える。
破たんとともに歩む。

見捨てない。支援は命ある限る続きます。



・成年後見制度を使ったからと言って生活が窮屈にならないように、
考える

地域の中に支援者を増やす、本人の応援団を増やす。

自分の正義を押し通すことを前面に出さない。
正義を通した時の本人の状況を考える。

私たちは管理者か指導者か？
いえいえ、そんな立場ではありません。

三人寄れば文殊の知恵と申します。
たくさんの人に相談しましょう。

知多地域権利擁護支援センターが
支援をしていくうえで大切にしている事②



湖南地域成年後見制度利用促進事業
～現在の取組と今後について～

守山市 健康福祉部 長寿政策課

主任 檜山 久美子

（社会福祉士）



湖南地域の状況

【湖南４市 構成】

草津市、守山市、栗東市、野洲市

【各市 人口】（令和５年１月１日時点）

草津市…１３８,３３６人

守山市… ８５,６１９人

栗東市… ７０,５６８人

野洲市… ５０,７００人

【特徴】

・滋賀県の中でも人口増加地域。古くより交通の要衝として位置づけられる。

地図出展：滋賀県HP



「湖南地域成年後見制度利用促進事業」について

【目的】

湖南地域に在住の認知症や知的障害その他精神上の障害等により判断能力が十分ではな
い市民の権利擁護を図り、安心できる地域生活を支えるため、高齢者および障害者とそ
の家族等に対して、権利擁護や成年後見制度利用に対する専門的な相談・支援を実施す
ることにより、高齢者および障害者等が権利侵害にさらされることなく、安心して暮ら
せる環境を構築することを目的とする。→地域の権利擁護支援を進める。

【主な事業内容】

・地域連携ネットワークの構築、広報・啓発、相談機能、成年後見制度利用促進、

後見人支援 等

湖南４市＋「成年後見センターもだま」の５者で協定を結び、利用促進をともに行って
いく体制をとっている。



湖南地域成年後見制度利用促進
これまでの経緯 ～令和２年度以前～

【経緯】

・平成２４年度から湖南４市として、成年後見センターもだまへ、成年後見制度利用

促進事業を委託。事業を開始する。

・平成２９年度 国で成年後見制度利用促進基本計画が策定される

・令和元年度～２年度 中核機関、協議会の設置に係る検討



成年後見制度利用促進に係る現状
～令和３年度～

国の「成年後見制度利用促進基本計画」を受けて、中核機関を成年後見センターもだ

まに委託、協議会を設置。

●協議会設置目的

成年後見制度の利用の促進に関し、関係者間の協議、情報共有および連絡調整を図り、

湖南地域において高齢者や障害者等の権利擁護を推進するため

●協議会構成メンバー

・学識経験者 ・医師会 ・滋賀弁護士会 ・リーガルサポート滋賀支部

・滋賀県社会福祉士会 ・滋賀県精神保健福祉士会

※オブザーバー：県、大津家庭裁判所



成年後見制度利用促進に係る現状
～今年度の取組について（１）～

①昨年度までの課題の整理

【昨年度までの課題】

・協議会、中核機関の役割、機能が不明確

・中核機関で取り組むべき事項の優先順位付けが共有できていない。

・湖南４市の権利擁護の仕組みをどのように作っていくか不明確 等

→湖南地域としての今後のあり方について再検討が必要



成年後見制度利用促進に係る現状
～今年度の取組について（２）～

②今後の取組のあり方について検討
湖南地域の目指す方向性について明確化する

→アクションプラン（仮称）の策定

【内容（現時点の予定）】

・湖南地域が目指す方向性 ・行政の責務

・湖南地域の成年後見制度の利用に係る現状、背景

・湖南地域の権利擁護支援、成年後見制度利用促進に係る主な課題

・基本目標 ・施策と具体的な取組

・中核機関、協議会、地域連携ネットワークの役割、機能の具体化 等



現状把握、課題抽出アンケートの実施について

 アクションプラン（仮称）をより湖南地域の現状に基づいた内容に

→湖南地域の課題を抽出するアンケートを実施

①専門職団体会員（弁護士会、司法書士会、社会福祉士会）

②相談支援従事者

・地域包括支援センター ・相談支援事業所（障害） ・居宅介護支援事業所

・市社会福祉協議会 ・市各担当課（高齢、障害、生活支援関連） 等

令和５年３月に実施予定。



今後に向けて（まとめ）

・湖南地域について十分にアセスメント

→４市それぞれの特徴、強み、課題等（相談支援体制の違い等）がある。

市として取り組むべきこと、広域で取り組むべきことの整理が必要。

・湖南地域としての強みを明確にして、活かしていく

・中核機関（成年後見センターもだま）と連携し、

ともに地域連携ネットワークの構築に取り組んでいく。



「特定非営利活動法人

成年後見センターもだま」の現状と課題

成年後見センターもだま

所長 竹村 直人

２０２３年2月３日

全国権利擁護支援ネットワーク主催

中核機関の役割と実務 研修



１．もだまの設立経緯

平成１７年１１月： 障がい者自立支援が平成18年10月に施行されるにあたり

障がい者支援施設「蛍の里」の家族会、職員、関係有志で

NPO法人で成年後見活動を行う会を発足

平成１９年２月 ： 県の認証取得 （法人成立 平成１９年７月１８日）

平成２０年４月 ： 守山市内で事務所を開設 （法人後見事業）

平成２１年４月 ： ４市権利擁護・成年後見制度利用事業受託

平成２４年３月 ： もだまの事務所を草津市内に移転

平成２４年４月 ： ４市成年後見制度利用促進事業の受託

（事業内容

成年後見に関する相談・申立て支援 ・ 広報・啓発 ）

令和3年 湖南圏域中核機関の受託

もだま設立 15年



２．職員体制 （２０２３年/1月 現在）

事務局長
 （社会福祉士）

１ （非正規職員）

所 長
 （社会福祉士）

１ （正規職員）

相談員
（社会福祉士）

３ ２（正規職員）・１（非正規職員）

事務職員 ２ ２（非正規職員）

・相談員 1名（正規職員）
・事務職員 １名（非正規職員）

(受任者財産管理事務）

募集中！！



３．業務内訳

法人運営業務 事務局長・事務（非正規）法人総務・経理事務

相談（委託）業務 所長・相談員（正規）

啓発（委託）業務 所長・相談員（正規）

後見活動業務

所長・相談員（正規）・相談員（非正規）・事務局長

事務（非正規）受任者財産管理事務等



４．もだまの活動内容

相談活動 （委託事業）
権利擁護・生活相談
成年後見制度利用相談
成年後見制度申立支援

啓発活動（委託事業）
講演会、研修会の開催
出前講座の開催
情報紙の発行

後見活動（法人自主事業）

法人後見等受任



５．相談活動 （委託事業）

① 成年後見制度に関する相談状況と相談者

実人数 本人 家族 行政 地域包括 病院
介護事
業所

障がい者支
援事業所 施設等

H30
２０２ ２ ３５ ２０ １０９ ６ ７ １９ ４

R1 １９９ ２ ２７ １９ ９２ １２ ９ ３１ ７

R2 ２３０ ２ ３１ ２４ １１９ １５ ６ ２４ ９

R3 ２６０ ２ ４４ ２５ １４２ １６ １０ １８ ３

＊相談件数が、年々増加（R1コロナ禍が影響？）
＊4市とも地域包括支援線センターが身近な相談窓口になっている。
＊病院からの相談が増えている。



５．相談活動（委託事業）

② 相談から成年後見制度への申立て

申立
件数

類型 受任者

後見 保佐 補助 弁護士 司書士 社福士 親族 行政士 もだま

H30 ５６ ３７ １５ ４ ４ ２１ １３ ８ ０ １０

R1 ４０ １７ １５ ８ ６ １９ ８ ２ １ ４

R2 ５８ ２８ ２０ １０ １２ ２５ １５ ５ ０ ５

R3 ８０ ３６ ３１ １３ ９ ２４ ３９ ４ １ ５

＊R2は４件 R3は２件が複数受任
＊相談件数に対する、申立件数の割合が増えてきている。
＊受任者の調整に苦労している。
＊保佐、補助類型の割合が増えている。（代理権の意思確認と聴き取り）



６．啓発活動（委託事業）

① 出張相談会 （３市会場の合計数）

件数 高齢 障がい者 一般 解決 他紹介 継続

H30 ２２ １４ ８ ０ ２１ １ ０

R1 １７ １１ ６ １ １２ ３ ２

R2 １３ ５ ８ ０ １２ ０ １

R3 ２０ ７ １３ １ １４ １ ５

＊３市からの依頼に基づき、年２回ずつ実施 （草津市はもだまの事務所が

草津市に所在し、常時相談の機会があるため、相談会を設けていない。）

＊開催市以外の3市の住民や事業所等でも参加可能

＊相談から成年後見制度の申立支援につながったり、他機関を紹介したり、

継続して相談に対応していることもある。



６．啓発活動（委託事業）

② 高齢者・障がい者なんでも相談会

件数 高齢 障がい者 一般 相談協力者

H30 １６ ８ ５ ３ 27団体３９名

R1 ２１ ９ ９ ３ ３０団体38名

R2 ８ ２ ４ ２ １０団体１４名

R3 ５ ２ ２ １ １０団体１３名

*コロナ禍での開催において、感染予防対策のため事前予約制としている

ためか相談件数が減数している。

＊R３からは、ひきこもりの相談も対象としている。（県社協の協力）



６．啓発活動（委託事業）

③ 出前講座

件数 出前先

H30 １４ 地域包括 社協 病院 施設 育成会 支援団体

R1 １２ 地域包括 社協
民児協・
自治会

事業所 行政 保護者の会

R2 9 地域包括 行政 民児協 自立支援協議会

R3 １３ 地域包括 社協 民児協 事業所 行政 障害者協議会

＊団体や事業所からの依頼によって対応。

＊成年後見制度や、高齢者や障がい者の権利擁護等について、行政職員の

研修の機会としても活用されている。



７．法人後見事業
① 受任状況 ２０２３年1月現在

受任件数 在宅
施設
病院

類型

後見 保佐 補助

高齢者 ３２ １３ １９ １４ １０ ８

障がい者 ４１ ２１ ２０ ２７ １３ １

計 ７３ ３４ ３９ ４１ ２３ ９

*65歳以上を高齢者としているため、全体としては障がいがある方
が多い。



≪支援をするうえで≫

＊困っているのは誰なのか。

＊本人の思いはどうか。本人の思いに寄り添っているか。

＊本人の意思の確認はできているか。

＊本人と一緒に悩み、考える。

＊本人が中心の支援になっているか。

＊支援者、関係機関との連携はできているか。

＊答えは一つではない。色んな選択肢を想像する。

≪もだまとして≫

＊寄せられる相談は断らない。（もだまが受ける相談かどうか別にしても）

＊担当一人で抱え込まない。（相談しやすい職場環境をつくる）

周りの人に相談する。

７．もだまが大切にしている事
～ 大切にしてきた事



８．もだまが感じている課題

〇申立件数に対応していただける専門職後見人の不足
湖南圏域における受任者（弁護士・司法書士・社会福祉士）が足
りてない。
⇒専門職団体等と連携し、受任者数を増やすことと、本人にとっ
て適切な受任者を選任できるしくみが必要。

〇中核機関としての役割について
もだまが従来から取組んできた活動の継続として位置付けている
が、支援者等からは中核機関への期待として、様々な相談が寄せ
られるようになっている。
⇒中核機関としてのもだまの在り方、方針の検討が必要。

〇職員体制と法人運営
年々相談件数が増え、その中で申立件数も増えている現状で、対
応できる職員の数が足りていない。昨年から職員募集をしている。
しかし、職員数を増やすということは人件費が嵩むことになり収
支の安定を図りながらの中長期的な運営が課題となっている。



９．課題への取組み （連携）

〇活動の目的

湖南圏域の専門職団体「三士会」と、行政・事業所など各分野がつながり、

成年後見制度ニーズへの具体的な取組となるよう。顔が見える関係を大切に

する。

≪活動履歴≫

R3.3.2 第１回 事例検討・交流会 参加者２７人
行政６ /ぱあとなあ７/ リーガルサポート4/地域包括７/

介護事業所その他３/

R3.6.15 第２回 事例検討・交流会

「専門職後見人の医療に関する困りごと」 参加者４１人
行政7/ぱあとなあ５/ リーガルサポート４/地域包括１４ /

医療関係２/ 弁護士１ /社協１/支援事業所等

 ＊運営委員会 ３ヶ月に１回程度

  現在、コロナ禍で開催できていないが、もだまの申立事案にかかる（困難

事案等） の受任調整をZOOMで行っている。

＊「湖南ネット懇」の発足



ご清聴ありがとうございました。

今後ともどうぞよろしく

お願いいたします。

もだま



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）2月８日 岐阜県 大垣市 
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